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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 30(オ)392 原審裁判所名 名古屋高等裁判所金沢支部 

事件名 所有権移転登記手続請求 原審事件番号  

裁判年月日 昭和 32 年 5 月 21 日 原審裁判年月日 昭和 30 年 2 月 28 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 11 巻 5 号 732 頁   

 

判示事項 死因贈与の方式と遺贈に関する規定準用の有無 

裁判要旨 死因贈与の方式については、遺贈に関する規定の準用はない。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

 上告代理人高野誠三の上告理由第一点について。 

 所論の如く原判決は一審判決と全く異る事実認定をしておるが、原判決挙示の各証拠によ

ると原判決判示の事実を認定することができる。原判決は経験法則に反して事実を認定した

とは認められない。論旨は理由がない。 

 同第二点について。 

 論旨は死因贈与も遺言の方式に関する規定に従うべきものと主張するが、民法五五四条の

規定は、贈与者の死亡によつて効力を生ずべき贈与契約（いわゆる死因贈与契約）の効力につ

いては遺贈（単独行為）に関する規定に従うべきことを規定しただけで、その契約の方式につ

いても遺言の方式に関する規定に従うべきことを定めたものではないと解すべきである。（同

趣旨、大正一五年（オ）一〇三六号、同年一二月九日、大審院判決、集五巻八二九頁）論旨は

理由がない。 

 よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決す

る。 

（裁判長裁判官 高橋潔 裁判官 島保 裁判官 河村又介 裁判官 小林俊三 裁判官 垂水克己） 

 

 

※参考：判例タイムズ 73 号 51 頁、ジュリスト 133 号 77 頁 


